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 現時点のデータを用いて将来時点の状態を予測・評価することを主たる目的とする交通計画の実現過程

には，不可避的に不確実性が伴うことが広く知られている．本研究では，特に長期の将来事象を対象とす

る交通計画においては不確実性を意思決定に取り込んだ頑健な計画手法を構築する必要性が高いとの認識

のもと，主に計量経済学の分野で開発されてきている行動モニタリングに関する一連の方法論について体

系的なレビューを行い，交通計画でのモニタリング手法の適用可能性について議論する．併せて，バック

キャスティング手法の実際適用におけるモニタリングの役割について整理し，モニタリング手法の現状と

今後の課題について考察する． 
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1. はじめに 
 
土木計画，交通計画などをはじめとする計画の実現過

程においては，将来の状態を予測することが頻繁に行わ

れるが，予測行為には不可避的に不確実性が伴う．例え

ば昨今の高速道路をめぐる動きをみると，2008年のガソ

リン価格の暫定税率の執行・復活，化石燃料価格の乱高

下，2009年3月から開始された高速道路料金の休日特別

割引，2010年6月に実施された高速道路無料化社会実験

など，予期せぬ外生条件や外部環境の変化が頻繁に生じ

ており，これらが交通需要量に無視できない影響を与え

ていることが指摘されている（例えば国土交通省HP: 
http://www.mlit.go.jp/）．また，予測が将来時点において生

じ得る社会の状態に依存するものである以上，予測精度

の改善による不確実性の完全な排除は不可能であると思

われる． 
以上のような認識は，計画に関わる多くの研究者によ

って指摘されているところであり（例えば，Morgan and 
Henrion (1990)を参照．交通計画に関わる議論については，

土木学会 (2003)を参照されたい），予測精度の改善に代

わる対応案が様々に議論されている． Kouvelis and Yu 

(1997)は，不確実性下における最良の意思決定方法は，

不確実性を排除するよりもむしろ，不確実性の存在を認

識し，それを理解するように努め，最終的に計画プロセ

スの意思決定理由の一部として組み込んでいくことであ

るとしている．また，交通計画の分野においても，新谷

ら (1987)は，不確実性に対し頑健な計画の在り方として，

計画の進展を定常的に確認し，計画に与える影響を分析

し，必要に応じてフィードバックを行うといったモニタ

リングシステムを計画プロセスの中に確立する必要性を

指摘している．  
不確実性に対応するためのメカニズムを計画プロセス

内に組み込む努力は，計画そのものの質の向上だけでな

く，不確実性の存在を明確に意識しそれに対応しようと

する意思表明にもつながる．例えば，不確実性の存在を

考慮した，幅を持った予測値を提示することにより，計

画案の社会的受容性を高めることのできる可能性が屋井

ら (2006)によって示されている．従って，不確実性に対

応しようとする行為そのものが一定程度の価値を持つと

考えられ，不確実性を明示的に取り扱うための装置を計

画プロセス内に備えることの意義は少なくないものと思

われる．しかしながら，不確実性を計画プロセス内に具
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体的にどのように組み込んでいけば良いかに関する議論

は十分になされていないのが現状と考えられる． 
本研究では，不確実性に対応するためのメカニズムの

1つと考えられるモニタリングに着目し，その実際適用

可能性の検証を念頭に，主に計量経済学の分野で開発さ

れてきている行動モニタリングに関する一連の方法論に

ついて体系的なレビューを行い，モニタリング研究の課

題について整理することを目的とする．なお，モニタリ

ングには，大別して，計画者を対象としたもの（例えば，

計画の策定・実施が予定通りに進んでいるか）と，計画

対象者を対象としたもの（例えば，行動の意思決定構造

に変化が生じているか）の2種類あると考えられるが，

本研究では後者にのみ焦点を絞る（後者のモニタリング

を本研究では行動モニタリングとし，以下では単にモニ

タリングと呼ぶ場合，計画対象者を対象としたモニタリ

ングを指す）．また別の観点からは，計画目標が妥当で

あるかどうか，すなわち，社会的な価値観の変化に伴っ

て計画目標を変更する必要があるかどうかを逐次確認・

意思決定するためのモニタリングも極めて重要と考えら

れるが，本稿では，計画目標は一定であり，その達成を

目指している状況下を想定する．例えばCO2排出量25%
削減という目標を一旦確定すると，その後目標は変わら

ないものとして研究を進める．計画目標自体の変更を許

容したモニタリングフレームについては，計画のプリン

シプルを与えることにより可能となる可能性があるが，

本稿では議論しない． 
以下，2章では，モニタリングの基本的な考え方や際

に検討すべき個別要素について整理する．3章では，モ

ニタリングの際に必要となるデータについて整理する．

4章では，モニタリングの方法を整理する．5章では，モ

ニタリングの仕組みを実際に計画プロセスに組み込む際

に必要となる計画修正の判断について議論する．6章で

は，本研究の成果をまとめるとともに，今後の研究課題

について整理する． 
 
 

2. モニタリングシステム 
 
(1) 本研究におけるモニタリングの基本的な考え方 
冒頭に述べたように，交通状態は様々な外的条件の影

響を受け変化する．Goodwin (1998)は，この点を踏まえ，

交通現象が安定した均衡状態に達する可能性は極めて低

いとし，交通行動を「状態」ではなく「過程」として扱

うことの重要性を指摘している．また，外的条件の変化

は，予め把握することが困難な場合が多い．従って，外

的条件の変化に対して交通状態がどのように適応してい

くかについてのプロセス（適応過程）を観測することが

肝要と考えられる．北村 (2003)は，以上のような適応過

程を念頭に，経時変化を明示的に考慮した動的分析が必

要であると指摘している． 
本稿は，こういった交通現象の動的側面を，予測モデ

ルに反映するというよりはむしろ，予測段階における不

確実性を許容しつつも，計画プロセス全体として不確実

性を制御できないか，そのためのモニタリングとしてど

うのような形態があり得るかについて議論することを狙

いとする．すなわち，本研究では，モニタリングを計画

プロセスに内在する不確実性を制御する装置と見なし議

論を進める． 
不確実性の制御を頻繁に取り扱う研究分野として，金

融工学や金融計量経済学がある．ダイナミックに変化す

る金融市場においては，資産の将来価格が時間とともに

動き，不確実性に支配される過程として価格を取り扱う

重要性が広く認識されている（Luenberger, 1997）．例え

ば投資の設計指針の1つとして，将来価格の不確実性を

制御し，リスクの水準を引き下げる視点がある．もちろ

ん交通分野における意思決定は，金融市場に比べて不可

逆性の高い事象が多く，一定程度異なる性質を持つもの

の，このようなダイナミクスを取り扱う分野における研

究蓄積から，交通分野におけるモニタリングシステム構

築に対して有用な知見を引き出そうとする試みの重要性

は少なくないと考える． 
 

 (2) モニタリングシステムの構成要素 
モニタリングとは，予め設定した計画や行動について，

その進捗状況，予測と実際の剥離の程度等を随時確認す

ることを意味する．よって，モニタリングを実施するた

めには，必要な情報を含むデータ（モニタリングデータ

と呼称）と，当初の予測値や計画とズレが生じているか

どうかを判断するモニタリング手法が少なくとも必要で

ある．本稿では，これらに加えて，実際に計画プロセス

に組み込む際に必要となる，モニタリング結果に基づく

計画修正の判断も議論の対象に含める．まとめると，大

別して，モニタリングデータ，モニタリング手法，判断

の3つの要素によってモニタリングシステムは構成され

ると考える（図-1）． 

 
図-1 モニタリングシステムの概念図と構成要素 

更新頻度／データ入手タイミング／（不）等
間隔データ／データフュージョン／etc.

モニタリングデータ

計 画 案 の 修 正

構造変化の検定／構造変化のモデリング
／変化検出のタイミング／迅速性／etc.

モニタリング手法

判断タイミング／バックキャスティング経路
／意思決定基準／修正可能性／etc.

計画修正の判断
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 (3) モニタリングの時間スケール 
モニタリングには，旅行時間情報提供といった短期的

なスケールのものから，将来交通量といった長期的なス

ケールのものまで存在する．前者の場合，ある特定の空

間における極めて短期の予測が求められ，日々の交通需

要の変動をどの程度迅速に反映したモニタリングが可能

かが論点となるであろう．この場合，交通現象は定常ま

たは有限個の状態を用いて定義可能なケースが多いと考

えられ，モニタリング手法と言うよりはむしろ，どのよ

うにして迅速にデータを入手するか，ETCデータや公共

交通ICカードデータなどの不等間隔データをどうやって

利活用するかが主な課題になると考えられる．一方で後

者の場合，安定した集計データを用いたモニタリングの

適用が可能なケースが多いと考えられる．長期的なモニ

タリングを行う際に重要な点は，即時性の高いデータが

利用可能かどうかというよりはむしろ，需要構造の変化

をどのように検出するか，また，変化が検出された場合

にどのように計画修正の判断を行うかに関する制度設計

が重要と考えられる． 本稿は主に長期的なモニタリン

グに関心があるが，手法の応用可能性を考慮し，以下で

は短期的なモニタリングに関するレビューを含める． 
 
以上を踏まえ，本稿では，モニタリングデータ，モニ

タリング手法，計画修正の判断に関する各種関連研究の

レビューを行う．なお，本レビューは，モニタリングに

関連する研究をすべてカバーするというよりはむしろ，

実務を意識した上でモニタリングの重要性を概観し整理

することに関心がある．モニタリングの重要性を再認識

し，今後の研究課題を一定程度明確にすることが出来れ

ば，本稿の目的は達成されたといえる． 
 
 

3. モニタリングデータ 
 
近年，交通量常時観測データに加えて，ETCデータ，

公共交通ICカードデータ，プローブカーデータなど，自

動的に取得可能なデータが急速に増えている．どのデー

タをモニタリングに利用すべきかについては，モニタリ

ングの目的に依存すると考えられる．例えば，長期の需

要構造の変化をモニタリングする場合，データ入手の即

時性よりも，データの代表性や信頼性が重要になるもの

と考えられる．反対に，所要時間に関する情報提供のよ

うな短期の変化が重要となる場合，より即時性の高いデ

ータを利用する必要がある．  
 

(1) 標本数とデータ頻度 
 モニタリングデータの基本特性の1つに，一定期間内

に入手可能な標本数とデータの更新頻度が挙げられる．

図-2は，金融の分野における標本数データ，利用頻度と

代表的な利用例を示している．図より分かるように，数

10万のデータが短期の内に入ってくる取引データは，価

格形成プロセスの把握に不可欠である．一方，一時間単

位のデータは，日内変動に関する情報を，また，週単位

や月単位のデータは，価格形成メカニズムの構造的な変

化に関する情報を提供する．  
a) 観測頻度と分析との対応関係 

 以上に述べた分析レベルまたは集計レベルの選択が，

モデルからの示唆に大きく影響を与えることが，金融の

分野において指摘されている（Dacorogna et al., 2001）．

これは，交通分析の分野における，集計モデルから非集

計モデルへの流れと基本的に同様の考え方に基づくもの

であるが，ETCデータなどの高頻度データの取り扱いに

ついては，交通分野においては十分に議論されていると

は言い難い．もちろん，ETCデータを用いた分析例とし

て，OD表作成への利用（吉田ら, 2006）や旅行時間信頼

性評価（山崎ら, 2008）などがあるものの，基本的には

ある一定の集計単位を所与として分析が進められるケー

スがほとんどである．村永 (2001)は，株式市場における

取引を例に「潜在的なニーズは，取引が執行される動態

的なプロセスでのみ認識されるため，取引が起こった際

の価格変動や執行価格から次の均衡価格への収束速度と

いった動学的指標を観測する必要がある」とし，高頻度

で取引される銘柄ほどデータの観測頻度を高める必要が

あると指摘している．このような，観測頻度と分析の対

応関係を明らかにする研究蓄積が，ETCデータ等の高頻

度データの利活用を進めるためには必要と考えられる． 
 

 

出典：Dacorogna et al. (2001) 

図-2 利用可能標本数(y軸)，データ頻度(x軸)と代表的な利用例 

 
b) 不等間隔データの取り扱い 

超高頻度データは，基本的には不等間隔で観測される

データであることが特徴である（蓑谷・牧, 2010）．不
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等間隔データは，次章にてみる各種時系列分析手法の適

用が困難な場合が多く，データの前処理が重要となる．

基本的な方法として不等間隔データを等間隔データに変

換する方法が考えられる．また，不等間隔データから効

率的な情報を如何に取り出し分析するかに着目し，幾つ

かの時系列オペレータと呼ばれるデータ加工方法が提案

されている（Zumbach and Muller, 2001）．その他，生存時

間モデルを用いて取引時間間隔のばらつきを考慮した

Engle and Russell (1998)のACDモデル（autoregressive condi-
tional duration model）やEngle (2000)の超高頻度データを用

いたGARCHモデルは，直接モデル内で不等間隔データ

を処理する枠組みを持ち，交通分野における不等間隔デ

ータ分析への応用可能性が高い．なお，高頻度データの

取り扱いについては，例えばGoodhart and O’Hara (1997)に
詳しい．今後，以上のような手法を実際の交通問題に適

用した実証分析の蓄積が望まれる． 
c) 変動・変化を捉えるための調査設計 

モニタリングデータの望ましい性質の1つとして，自

動的に入手可能なデータであることが挙げられる．しか

しながら，二次データを用いたモニタリングは，対象と

する現象の一部をモニタリングしているに過ぎない場合

が多く，実際に調査を実施してモニタリングデータを取

得する必要がある場合がある．例えばETCデータやトラ

カンデータを用いた高速道路料金の休日特別割引の影響

評価は，高速道路交通量の増減については把握可能なも

のの，その増加が新たな需要の発生によるものなのか，

他の交通手段からの転換によるものなのかの判断が出来

ない．従って，交通行動に関する動き全体を把握可能な

総合都市交通体系調査を定期的に実施することが望まし

いと考えられる．一方，交通行動を把握するための調査

を，どの程度のサンプル数，間隔で実施すべきかに関す

る研究事例は限られている．数少ない研究事例として，

Pas (1987)や北村ら (2001)，Kitamura et al. (2003)がある．Pas 
は複数日にわたるデータを取得することの利点をパラメ

ータ推定精度の改善及び調査コストの削減の観点から議

論している．また，Kitamura et al.は，離散パネル調査（1
日の交通行動調査を同一個人に対して一定間隔で繰り返

し行う調査）による変化の観測は困難であるとしている．

これは，観測されたばらつきが，一時的な変動によるも

のなのか，変化と捉えるべきものなのかの峻別が不可能

なことからも分かる． German Mobility Panel（Zumkeller, 
2009）といった複数日-複数期間に及ぶ交通行動調査は，

交通行動の変動と変化の峻別を可能とする貴重な調査で

ある． 
以上のパネルデータの調査設計にあたっては，近年急

速な理論発展がみられるマルチレベル分析の枠組みを活

用することが有用と思われる（Moerbeek, et al. ( 2010)参
照）．これは，Pas (1987)の手法と同様に，モデルの推定

精度を基準に調査フレームの設計を行うものである（例

えば200[人]×10[日]か100[人]×20[日]か）．特にパネル調査

の設計に焦点を当てた研究として，Raudenbush (1997)や
Raudenbush and Xiao-Feng (2001)の研究がある．また，

Hedekeret al. (1999) やGalbraith et al. (2002)，Muthen and Curran 
(1997)は，パネル消耗の問題や欠損値があることを想定

した最適調査設計手法を提示している．これらの手法は，

変動及び変化を効率的に捉える点において交通行動調査

に対しても適用可能であり，モニタリングデータの全体

構成を考える際に役に立つものと思われる．  
 

(2) データの強化 
上述したように，モニタリングに利用可能なデータは

数多くあるものの，より迅速に，又は，より正確にモニ

タリングを行うために，データを強化して利用する方法

が考えられる．以下では，そのうちの幾つかを紹介する． 
景気の悪化といったマクロ要因の変化に伴う交通状態

の変化は，複数の時系列データを同時に監視することに

より迅速に検出できる可能性がある．例えばHall et al. 
(2011)は，同時方程式モデルの枠組みで複数時点の構造

変化の検出が可能なモデルを提案し，複数の時系列が共

起する情報を利用した迅速なモニタリングの可能性を示

している．また，Hall et al.が行っている時系列間の共起

を利用した推論の強化方法に加えて，地域間の共起を利

用した推論の強化方法が考えられる．例えば地域レベル

の推論を行う必要であるが特定地域のデータのみから推

論を進めるには精度が低い場合が存在する．このような

問題への対処方法として，地域の差異を変量効果として

モデルに組み込む手法が考えられる(Godstein, 2003)．仕

組みとしては，主に育種学の分野において発展してきた

BLUP法と呼ばれる手法を用いた際に算出される縮約推

定量に着目する（佐々木, 2007）．この手法を地域レベ

ルの価格弾力性の推定に利用した例として， Maddala et 
al. (1997)の研究がある．また，Train (2003)のIndividual-level 
parameterも本質的に縮約推定量と同じであり，近年関連

手法の研究蓄積が進んでいる． 
 
 

4. モニタリング手法 

 
上述したように，土木計画・交通計画の場面で使用さ

れるモデルの多くは，定常性を仮定しており，一度特定

したモデル構造は時間軸上に変化しないことを前提とし

ている．一方，多くの既往研究において，モデル構造は

経時的に変化する可能性は高く，ある時点で特定したモ

デルを用いた予測や評価が誤った判断を導く可能性が高

いことは広く指摘されている．例えば，混雑課金や高速

道路料金，自動車関連税などのコストに対する人々の反
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応は，経済情勢によって大きく変わることが予想される．

従って，モデル構造が時間軸上にどのように変化し得る

かをモニタリングし，過去の判断を修正することにより，

誤った判断を最小化するよう努めることが求められる．  
 計量経済の分野は，交通分野と比較して，以上のよう

な構造変化に対する研究蓄積が豊富である．本章では，

計量経済分析で行われている構造変化の方法論を中心に

既存手法をまとめる．  
 

(1) 構造変化の検定 
 構造変化の検定は，モニタリングシステム内では警告

を鳴らす役割を担うものと考えられる．Hansen (2001)は，

1980年代以降の特筆すべき構造変化の検定に関する研究

として，大別して1) 構造変化の時点が未知の場合の検定

方法，2) 構造変化の時点の推定, 3) ランダムウォークと

構造変化の峻別の3点存在するとしている．以下では，

これら3つの視点から，Hansen (2001)以降の研究を含めて

既往研究を概観する． 
古典的な構造変化の検定方法にChow検定（Chow, 1960）

がある．Chow検定では，回帰モデルにかかる係数があ

る既知の時点で変化するという仮説を検定する．Chow
検定は，構造変化の時点が既知であるという状況下で利

用可能な手法であるが，実際の適用場面においては，構

造変化が生じ得る時点の絞り込みは可能であっても，構

造変化の時点が既知であることは稀である．この問題に

対処できる手法の1つにCUSUM検定と呼ばれる検定方法

がある(Page, 1955; Brown et al. 1975)．一方，Andrews (1993)
は，CUSUM検定は構造変化の検出力が弱いことを指摘

し，変化地点が未知の場合の検定方法を提案している．

また，構造変化が複数の時点で起きている場合の検定方

法については，例えば，Bai and Perron (1998)が提案した

方法がある．Bai and Perronが提案している手法は，段階

的に構造変化を検出する手法であり，構造変化が一箇所

起きていると判断されれば，全サンプルを構造変化が起

きた時点でサブサンプルに分割し，生成されたサブサン

プルに対して再度構造変化の検定を行う方法である．な

お，構造変化を特定する対象としては，平均値や回帰係

数以外にも，ボラティリティの変化の検出を目的とする

場合も存在する（例えば，Van Dijk et al., 2002; Doyle and 
Faust, 2005）． 
上述した構造変化の検定手法は，主に構造変化が生じ

ているかどうかに関心があり，構造変化が起こったタイ

ミングについて正確に議論を加えようとするものではな

い．構造変化のタイミングを特定する方法については，

Baiらの一連の研究がある（Bai, 1994; Bai, 1997a; Bai, 1997b; 
Bai and Perron, 1998; Bai et al., 1998）．Baiの手法は，基本的

に線形回帰モデルを対象としたものであり，複数の方程

式で構造変化が生じる場合や複数回の構造変化が生じる

場合の検出方法について言及している．その他，同時方

程式モデルの枠組みで複数時点の構造変化の検出が可能

なモデルの提案（Hall et al., 2011），状態空間モデルとし

ての変化時点の観測（Chopin, 2007）など，幾つかの発展

手法が提案されている． 
 ある観測変数が単位根過程に従う場合，単位根過程で

あることを考慮せずにモデルを構築すると誤ったモデル

を導いてしまう問題は，見せかけの回帰問題して広く認

識されてきた．一方でPerron (1989) は，構造変化による

変数の挙動とランダムウォークの挙動の識別をより丁寧

に行わないとモデル構造を誤って特定してしまうことを

指摘している．Perronが提案した手法は，構造変化があ

る場合の単位根検定方法であり，ある既知の時点におい

て構造変化が発生したと仮定した状況下での検定方法と

して3パターンの検定方法を示している． 
 Perron(1989)の方法は，構造変化の時点が既知のケース

のみを取り扱っているが，Chow検定からの一連の発展

と同様に，様々な発展形が提案されている．例えば，

Zivot and Andrews (1992)やBanerjee et al. (1992)，Perron (1997)
は変化時点が未知の場合の検定方法を提案し，

Lumsdaine and Papell (1997)，Kim et al. (2000)，Lee and Strazi-
cich (2003)は，複数回の構造変化に対応した手法を提案

している．交通計画の多くが定常性を仮定した長期予測

モデルのもとで成立しているため，以上のような構造変

化と単位根過程の識別は，交通分野における予測問題に

おいても極めて重要なものと考えられる． 
 

 (2) 状態変化を伴うモデル 
交通行動は経済動向とリンクする側面があるため，経

済データの時系列挙動とリンクする部分が少なくない

（ 山上, 1991; 梶川, 1999）．従って，経済状態が多くの

構造変化を伴う以上，交通行動についても構造変化が生

じている可能性は高い．上述した各種検定は，基本的に

は構造変化が生じているかどうかを検定するためのもの

であり，変化を積極的に記述するものではない．一方，

状態変化が存在することを前提とし，状態変化を直接モ

デル化する方法として，各種状態空間モデルが挙げられ

る（Kim and Nelson, 1999; Durbin and Koopman, 2001; Com-
mandeur and Koopman, 2007）．特に，有限個の状態が仮定

できる場合，推移確率行列を用いて状態間の移動を表現

するマルコフ推移モデルなどのモデル内で変化を取り扱

う手法の価値は極めて大きいものと思われる．例えば，

旅行時間等の短期的な予測の場面においては，事故や工

事をはじめとする突発事象下での旅行時間予測メカニズ

ムと通常状態での旅行時間予測メカニズムは異なるもの

と考えられる．この場合，現在の交通環境によって状態

間を推移するようなスイッチングモデルを使用すること

により，時々刻々と変化する交通環境に対応した情報提
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供システムが構築できる可能性がある． 
 

(3) モニタリング手法への展開 
 各種構造変化の検定手法をはじめ，上述した多くの手

法は，現在手元にあるデータ内に構造変化がないかどう

かを確認するものであった．この点を批判したのがChu 
et al. (1996)で，構造変化を検出できないことによるコス

トを最小化するために，いち早く変化を検出する必要が

あるとの考えのもと，新しいデータを入手するたびに構

造変化の検定を繰り返すモニタリング手法を提案してい

る．彼らの手法は，逐次残差に着目したCUSUM型のモ

ニタリングと，パラメータの逐次推定に基づく

Fluctuationモニタリングの2種類であり，構造変化が生じ

たかどうかを結果として返すものである．その後，

Leisch et al. (2000)によるGeneralized fluctuation test（Chu et al. 
(1996)の手法を特殊形として含む）やCarsoule and Franses 
(2003)及びZeileis et al. (2005)の動学モデルへの拡張など，

リアルタイムのモニタリングを意識した時系列分析手法

が提案されてきている． 
 上述したように，以上のようなリアルタイムのモニタ

リングを考える際には，データの質に配慮する必要があ

る．例えば，経済動向をモニタリングする上において

GDP速報値は極めて有用であるが，その後速報値は様々

な修正が加えられるため，速報値に基づく各種政策判断

は誤っている可能性がある．言い換えると，いち早く変

化を検出することと，質の高いデータに基づいて判断す

ることの間には，ある種のトレードオフの関係が存在す

るケースがある．Garratt and Vahey (2006)はこの問題に着

目し，UKのマクロ経済データを使用した実証分析を行

い，多くのマクロ経済データの速報値にはバイアスがあ

ることを指摘している．このようなデータの質に関する

実証分析を，交通関連の各種データに対しても積み重ね

ていく必要があるように思われる． 
 
 

5. 計画修正の判断 
 
以上概観したように，モニタリングデータに望まれる

性質やデータの強化方法，構造変化の検定，モデリング

手法，モニタリング手法は他分野において活発に議論さ

れており，交通問題に対して応用可能な部分は少なくな

い．これらについては，今後実証分析を重ね，望ましい

システム構成を議論していくことにより，ある程度の方

向性は見えてくるものと思われる．一方，どの程度の需

要の変化が観測された場合に計画案の修正を検討すべき

かといった政策意思決定に関わる判断については，更な

る検討を要する． 
モニタリングを利用した不確実性の取り扱いは，特に

バックキャスティングに基づく計画実現過程の中で役立

つものと思われる．例えば中村ら (1998)は，CO2排出量

削減の文脈において，地域または都市における必要削減

量を設定した上で必要な政策介入の程度を決定する目標

設定型アプローチの重要性を指摘している．また，近年，

最適化問題としてバックキャスティングを捉え，目標時

点に至るまでの各々の時点における施策メニューを提示

する研究が行われている（例えば，芦名・藤野, 2008; 増
井ら, 2007; 岩本, 2011）．一方で，バックキャスティング

アプローチに基づき描かれたシナリオの実現過程におい

ては，冒頭に述べたように，不確実性の問題を避けるこ

とは出来ないように思われる．このような状況下におい

ては，描写したシナリオの実現度合いを逐次モニタリン

グし，設定した目標を達成できるように計画案を修正し

ていく必要がある．このような修正を可能とするために，

計画のフレキシビリティをシナリオ決定の際の1つの要

因とするとともに，施策メニューの拡張に尽力する必要

があると考えられる．また，都市構造の決定など極めて

長期的かつ不可逆的な性質を持つ施策については修正が

困難な側面があるため，不確実性に強い計画案を初期段

階において提案しておく必要がある．ロバスト最適化

（Ben-Tal and Nemirovski, 1998; Bertsimas and Sim, 2004）の概

念は，このような意思決定をサポートするツールとして

利用できる可能性が高い．この場合，政策の経緯をみる

役割としてモニタリングを位置付けることができる．  
 
 

6. おわりに 
 
本稿では，予測に付随する不確実性への対処方法とし

てモニタリングによる計画案の逐次修正に着目し，他分

野における既往研究のレビューを踏まえて交通計画にお

けるモニタリングの適用可能性及び今後の課題について

整理した．レビューの結果より，モニタリングデータ及

びモニタリング手法の検討については，すでに多くの既

往研究があり，多くの手法が実証的な分析と通した検証

を待っていることが明らかとなった．具体的には，1) 高
頻度データの利活用を含め，観測頻度と分析対象との対

応関係を実証分析結果をもとに整理すること，2) 変動・

変化を捉えるための最適な調査設計案を提示すること，

3) 交通需要構造変化の検出に経済データを活用すること，

4) Generalized fluctuation testなどの既存モニタリング手法を

交通データに対して適用することなどが実証分析の対象

として挙げられる．計画修正の判断については，バック

キャスティングアプローチの中にモニタリングシステム

を位置付けることが有用である可能性を指摘した．今後

は，本稿で紹介した各種手法の交通現象への適用を進め

る予定である． 
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In the process of implementing transportation policies, the adequate treatment of uncertainty is certain-
ly required, since the planning decisions are done based on the predicted values and/or evaluation results 
which come from information regarding past observed behaviors.  This paper offers a review of behavior 
monitoring research considering the applicability of monitoring methods for transportation planning. We 
also discuss the role of monitoring in the application of backcasting approach, and provide the current 
state of monitoring research and future tasks. 


